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一
　
はじめに
わが国において多数を占めるとされる同族会社である株式会社において、その創業者や事実上のオーナーが死亡し
た場合、複数の相続人が存在するときには、相続人間で会社の支配をめぐり深刻な対立が生じることも珍しくないと指摘されてきた
）（
（
。株式も相続が認められているため、 相続人が複数あるときには、 その共有に属するものとされる
（民
一一〇
法八九八条）
。そして、判例によると、相続された株式は、遺産分割が終了するまでは、分割帰属せず、各相続人の相
続分に応じて共同相続人の準共有に属するものとされてい
る
）（
（
。このため、遺産分割協議が調わない間、準共有の状態
にある共有株式に関する権利行使が問題とされてきた。
平成一七年改正前商法
（以下「旧商法」という。 ）
二〇三条二項を引き継ぐ会社法一〇六条本文は、 「株式が二以上の
者の共有 属するときは、 有者は、当該株式 ついての権利を行使する者一人を定め、株式会社に対し、その者の氏名又は名称を通知しなければ、当該株式についての権利を行使することができない」と定める。この権利を行使する者
（以下「権利行使者」という。 ）
の指定をひと度行えば、 爾後変更を許さないというものではないだろう。とすると、
遺産分割協議が調わない間であっても それぞれの状況等に応じて権利行使者を指定し、会社に通知することにより、準共有状態の株式に係る権利を行使することは可能である。
それでは、会社法一〇六条本文にいう、会社に対する権利行使者の指定の通知がない場合において、会社の同意に
より共有株主の一人に当該共有株式に係る議決権を行使することができるかが問題となる場面には、どのような場合があるであろうか。
まず、会社に対する権利行使者の指定通知はなされていないが、共有株主の全員が株主総会に出席し、共有者全員
が共同して議決権を行使する場合を挙げることができ 。この場合 ついては、共有株式 関 権利行使者についての指定がない場合に関する規定が存在しなかった旧商法二〇三条二項のもとでの議論においても、議決権 認めることは差し支えないものとされてい
た
）（
（
。この理由には、同条項が会社の事務処理の便宜のために設けられたもの
であることが挙げられ い 。
一一一
共有株式に係る議決権の行使と会社による同意（木下）
つぎに、共有株主において権利行使者を一人定めていたが、その旨会社に対する通知を怠っていた場合がある。当
該権利行使者が全員一致により指定されていた場合には、当該権利行使者とされる者の権利行使に際して、会社が当該権利行使者の指定についての通知をするように促すことにより、一〇六条本文の問題として処理することも可能である。このような状況下で、共有株主からの通知を待 ず、会社が同意を与えて当該権利行使者による権利行使を認めることができるかが問題となるが、一〇六条が会社の便宜のための規定であることに鑑み、会社がその利益を放棄することは可能と考えられている
）（
（
。
それでは、共有株主間での協議が調わず権利行使者を定めることができていないにもかかわらず、共有者のうち一
人が共有株式に係る議決 行使を求めた場合 あるいは、共有者の一部が、共有者のうちの一人に共有株式に係る議決権行使を求めた場合 どう あろ か。一〇六条ただし書きが、こ ような場合においても、会社の同意があれば権利の行使を認めることができるようにも読 ることから問題となる。
この問題について検討するにあたり、 まず旧商法二〇三条二項のもとにおけ 判例法理と学説を概観する。そして
会社法の制定により新設され 一〇六条ただし書きと同条のもとで示された最高裁判例と学説の状況を概観する。つぎに、わが国とは異なる制度を持つフランス法におけ 共有株式に係 権利行使者の指定につ て 議論を概観しわが国への示唆を得たい。そして、会社の同意による共有株式に係る議決権行使 ついて若干の考察を行い、会社法一〇六条ただし書きに関する前述の問題に いて提案をしたい。
一一二
二
　
権利行使者の指定を欠く権利の行使に関する判例法理と会社法一〇六条の制定
（　
旧商法二〇三条二項のもとにおける判例法理と学説
権利行使者の指定および会社への通知を欠く場合における、株主総会決議の不存在の訴えの原告適格について争わ
れた最判平成二年一二月四日
（民集四四巻九号一一六五頁）
、合併承認決議の不存在を原因とする合併無効の訴えの原告
適格について争われた最判平成三年二月一九日
（裁判集民一六二号一〇五頁
））（
（
、有限会社の持分を相続により準共有する
に至った共同相続人が準共有社員としての地位に基づいて提起した社員総会の決議不存在確認の訴えの原告適格について争われ 最判平成九年一月二九日
（裁判集民一八一号八三頁
））（
（
は、いずれも「権利行使者としての指定を受けてそ
の旨を会社に通知していないときは、原告適格を有しないものと解するのが相当である」としつつ、 「特段の事情」が存在する場合 は、原告適格を認めると 示している
）（
（
。
また、権利行使者の指定および通知を欠くなかで開催された株主総会の決議の取消しなどが争われた最判平成一一
年一二月一四
日
）（
（
では、旧商法二〇三条二項の規定は、会社の事務処理の便宜を考慮したものであるから、会社が法定
相続分に応じた権利行使を認めても同項の趣旨に反するものではなく、総会決議に違法はないなどとの会社の主張に対して、 「株式を共有する数人の者が株主総会において議決権を行使す に当たっては、旧商法二〇三条二項の定めるところにより、右株式につき権利行使者を指定して会社に通知し、この権利行使者において議決権を行使することを要するのであるから、権利行使者の指定および会社に対する通知を欠くときには 共有者全員が 共同して
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一一三
行使する場合を除き、会社の側から議決権の行使を認めることは許されないと解するのが相当である」との判断を示した。
最判平成一一年一二月一四日については、最判平成二年一二月四日以降の判例が示してきたように「権利行使者の
指定を欠く場合には、会社側から法定相続分に従い各相続人が議決権を行使することを認めることはできない」としながら、例外的に議決権行使を認める場合を加えるものであると評価するも
の
）（
（
、この例外的措置の基準を示すものと
するものがある
）（（
（
。
前述の通り、多数説は、旧商法二〇三条二項の解釈においても、同条を会社の事務処理の便宜のための規定である
と解し、会社が権利行使者による権利 の代わりに共有者全員による権利行使を認めることは差し支えないと解していた。最判平成一一年一二月一四日は、このような考え方 明確 したものとみることができ
る
）（（
（
。また、同判決の
結論について、遺産分割か 乖離して会社の法律関係が形成されることのマイナスを抑制しつつ、全員一致 た場合にのみ会社の法律関係の形成を認め ことにより 会社 業務の停滞をある程度防止するものであり 妥当であるとするも もある
）（（
（
。
これに対して、学説には、旧商法二〇三条二項の趣旨を会社の事務処理の便宜と捉えること、株主総会への全員出
席、全員一致が要求されると株主総会の開催が困難となり、会社運営に支障が生ず から、相続により株式を共有するに至った共有株主に対して、会社側から相続分に応じた議決権の行使を認めることは問題ないと 見解 主張されていた
）（（
（
。
一一四
（　
会社法一〇六条の制定と会社による同意
会社法の制定時に新たに設けられた一〇六条ただし書きについては、 「会社法制現代化に関する要綱試案」におけ
る改正検討事項に挙げられていなかった。また、この点について、法制審議会会社法部会
（現代化関係）
において議
論された形跡もないとされ
る
）（（
（
。そのため、この規定について、その趣旨が明らかではないとの指摘がなさ
れ
）（（
（
、また、
いくつかの解釈が示されている。
共有株式に関する権利行使者の指定・通知がない場合の会社による同意について、立法担当者は、 「会社法におい
ては、共有株式に係る権利行使者の通知についての一〇六条本文の規定は、共有株主が権利行使者に通知をした場合には、その者を 主として扱えば免責され こととする、株式会社の便宜を図るための規定に過ぎないことから、同条ただし書きを新設し、そ 通知 ない場合であっても、株式会社が自ら リスク お 共有者の一人に権利行使ができる」とする規定である い
る
）（（
（
。そして、一〇六条ただし書きは、株式会社が同意をすれば、共有者の一部
だけでも権利を行使することができると うことを明らか したも であって、最判平成一一年一二月一四日の「共有者全員 議決権 共同して行使す 場合を除き、会社 側 ら議決権 行使を認めることは許されない」という結論は否定され、先例としての価値を失った も指摘され
る
）（（
（
。また立法担当者には、会社のオウンリスクで共有者の一
部を権利行使者として認めることも許容することは、失念株主 株主と認めて 権利行使をさせる場合と同じであると主張するものもあ
る
）（（
（
。このような解釈に対しては、一〇六条ただし書きを追加し、最判平成一一年一二月一四日を
否定するのであれば、そのような規定を追加したことは不当であるとの見解も示され いた
）（（
（
。
一一五
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一〇六条ただし書きについてのこのような理解に対して、同条は、最判平成一一年一二月一四日の判旨を取り入れ
たものであると評価するも
の
）（（
（
、同判決の趣旨を実体法化したものと評価するも
の
）（（
（
、学説および判例法の趣旨を確認し
たものと評価す ものもあ
）（（
（
。
（　
最判平成二七年二月一九日
（民集六九巻一号二五頁）
）（（
（
発行済株式総数三〇〇〇株の特例有限会社 お 、二〇〇〇株を法定相続分である各二分の一の割合で共同相続
した準共有株式に係る共有株主の一人が、当該特例有限会社の臨時株主総会において、準共有株式の全部について議決権を行使したが、当該準 式につき会社法一〇六条本文の規定に基づく権利を行使する者の指定および会社に対するその者の氏名又は名称の通知はされていなかったところ、当該臨時株主総会における議決権行使について会社が同意したことにより、当該議決権行使が適法なものとなったかが争われた。
本件原審判
決
）（（
（
は、 「会社側の同意さえあれば、準共有状態にある株式について、準共有者中の一名による議決権の
行使が有効になると解することは、準共有者間において議決権 行使について意見が一致していない場合において、会社が、決議事項に関して自らに って好都合 意見を有する準共有者に議決権の行使を認めることを可能とする結果となり、会社側に事実上権利行使者の指定の権限を認めるに等しく、相当とはいえない」とし
た
）（（
（
。これは、準共有
株式につき権利行使者 定められ いない状況においては、準共 者中の一人が当該株式 権利 行使することについて会社の同意を求めたとしても、会社が会社法一〇六条ただし書き 同意を与えることは許されないとの見
解
）（（
（
を採
用するものであ
る
）（（
（
とか、準共有株式の共有者間において議決権の行使に関する協議が行われ、意思統一が図られてい
一一六
る場合にのみ、会社の同意を要件として権利行使を認めることとが一〇六条ただし書きであるとの解釈を示し
た
）（（
（
と評
価されている。
最高裁は、会社法一〇六条本文について、 「共有に属する株式の権利の行使の方法について、民法の共有に関する
規定に対する『特別の定め』
（同法二六四条ただし書）
を設けたもの」と解した上で、 会社法一〇六条ただし書きは、 「そ
の文言に照ら と、株式会社が当該同意をした場合には、共有に属する株式についての権利の行使の方法に関する特別の定めである同条本文の規定の適用が排除されることを定めたもの」と解し、 「共有に属する株式について会社法一〇六条本 の規定に基づく指定および通知を欠いたまま当該株式についての権利が行使された場合において、当該権利の行使が民法 共有 関する規 に従ったものでないときは、 会社が同条ただし書の同意をしても、当該権利の行使は、適法となるものではないと解する が相当 ある」とした。そして、 「共有に属する株式についての議決権の行使は、当該議決権 行使をもって直ち 株式を処分し、又は株式の内容を変更することにな など特段の事情のない限り、株式の管理に関する行為とし 、民法二五二条本文により、各共有者の持分の価格 従い、その過半数で決せられるものと解する が相当である」とする。
（　
小
　　　
括
最判平成二七年二月一九日は、会社による同意を与える条件として、 「権利の行使が民法の共有に関する規定に従っ
たもの」であることが必要であ とする。この点を捉え、同判決は、一〇六条ただし書き 適用場面は、権利行使者の指定はあるものの通知 なかった場合に限定する趣旨であ と 指摘もあ
る
）（（
（
。また、権利行使者の指定にあたり、
一一七
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原審において指摘されていた共有者間の協議や意思の統一に関して、最高裁は言及していないことから、この点に問題が残されて る
）（（
（
。
さらに、共有者間に深刻な対立がある状況下で、権利行使者を指定することさえままならない場合について、会社
の同意により、共有者の一人に議決権行使を認める余地がないのかについても、検討する必要がある。
三
　
フランス法における議論
）（（
（
（　
株式の共有と権利行使者の指定
フランス法においては、株式が、数人の共有に属する場合には、会社法上、株式不可分の原則より、その権利は、
全員の一致により行使されなければならないとされ
る
）（（
（
。そこで、株主総会に出席し議決権を行使するためには、当該
共有株式を代表する者を選任し 旨定められてい
る
）（（
（
。この代表者の選定は、共有者間の協議で定めら
れる
）（（
（
。しかし、共有者間において意見が一致しない場合には、裁判所に対して代表者の選任を求めることができる。
他方会社には、 株主総会においてその共有 を代表するための受任者を選任す よう裁判所に求める資格がない。
もっとも、このような取扱い ついては、株主総会の開催にあたり定足数要件が問題となる場合や、共有株式が総株式の過半数を占めている場合であって、株主からの代表者の選任の申立 がなされないときに、不都合が生じるとも指摘されている
）（（
（
。
一一八
（　
裁判所による共有株式に関する代表者の選定
共有株式に関する代表者は、本来、株主間の合意により定められる。そして、このような合意の形成にあたり、会
社に関する事項の決定について第三者の介入を阻止するため、共有株式に関する代表者を、共有者の中から、または、共有者以外の当該会社の株主の中から選ばなければならないとする定めを設けることも可能である。
代表者の選定に関して、このような約定等が存在するにもかかわらず、共有者の間に不一致があり、かつ、共有者
以外の株主が支配的な株主である場合において、共有者の一人から共有株式を代表する者の選定の申立てがあったときに、裁判所が、共有者でも共有者以外の株主でもない第三者を選定した事例があ
る
）（（
（
。このような事例においては、
共有者または共有者以外の株主に 株式に係る議決権の行使を委ねては、 中立的な行使 期待することはできないそこで、共有株式に関する代表 選定について、その範囲を限定する場合であっても、代表者の選定は裁判所に委ねるのが適切とされている そ 適用 ついては、慎重であることを求めるものもある
）（（
（
。
また、代表者に選定に関する約定につき、唯一の受任者の選定にあたり、共有者間において不一致が生じている場
合、裁判所による受任 の選任 ついて定める強制力のある民法一八四四条に反 ことはできないとして、約定の内容に関わりなく、代表者を選定でき とする破毀院判決も
）（（
（
。これについては、共有株主の利益保護の観点から、
共有者間 不一致が生じている場合には、必ずしも多数派のも で ない共有者の利益をもっともよく管理する者を選ぶため、裁判官は訴えを受理 きることを意味 との理解を示すも もある
）（（
（
。
一一九
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（　
破毀院商事部二〇一二年七月一〇日判決
）（（
（
本件は、相続により株式の共有状態が生じたところ、株主総会の招集に際し、当該共有株式に関する議決権を行使
するために、その代表者を選定するよう裁判所に求めたものである。
甲社は、一九五二年三月一日に、Ａにより設立され 、武器の販売と修理を目的とする会社であり、二〇〇〇年三
月以来、同社は、取締役会を設置する株式会社の形態をとっている。
一九九八年三月三日、Ａは死亡し、未亡人であるＢと彼女らの三人の子供たちであるＣ、ＤおよびＥが相続人とし
て残された。Ｂは、すべての相続財産の用益権と子供たちに設定される虚有権 受遺者となった。二〇〇三年九月二九日の定款の改定により、甲社の四万株 株式は、以下の当事者にそれぞれ帰属するこ となった。すなわち、Ａからの相続財産として、三万九〇〇株、Ｂが三二〇〇株 Ｃが二三七二株、Ｄが一〇三九株、Ｅが一〇三九株、残りの一四四〇株は、Ａの親族四名がそれぞれ保有していた。また、甲社の取締役会は、三名の役員により構成されており、その構成員は、取締役会会長兼総支配人であるＢ、ＥおよびＦであった。
甲社では、二〇一〇年一二月二六日開催の特別株主総会が招集されたところ、ＣおよびＤは、サンテティエンヌ商
事裁判所の急速審理手続裁判官
（
juge des référés ）
に、Ｃを受任者として、当該特別株主総会においてＡの共有株式
を代表するための特別受任者の資格を与え、当該株主総会および定足数不足その他のあらゆる事由 より同じ議題で招集される株主総会に出席し、株主総会の出席表、議事録その他のすべ 文書に署名し、審議への参加および議題に対する議決権の行使ができるよう求めた。
一二〇
急速審理手続裁判官が、 この申立てを認容したところ、 Ｅは、 株主総会における代表者の選任は、 処分行為に類似し、
全員一致で選任されなければならないこと、商法Ｌ二二五─一一〇条によると、未だ分割されていない共有株式の所有者は、共有者のうちの一人あるいは共有者以外の受任者により代表されるところ 共有者間において深刻な対立が存在することを考慮すれば、受任者を株式 の中から選任することはできない の一人を代表者に選任すると、株主平等の原則を侵害する根拠のない優越的地位を共有者の一人に与え ことになると主張して た。
原審は、商法Ｌ二二五─一一〇条およびＲ二二五─八七条を示して、ＣがＤとともに共有株式を代表する者につい
て提案してい 場合に そ 手続は会社の利益に資するもの し、共通の利益のための行為が、共有持分の利益保護を保障するものであるからには、Ｃ・ＤとＥとの間の対立は、受任者 選定につき障害とはならないこと、共有部分を超えた代表権を与えることは、裁判所による受任者の選任の法的な枠組みの中 含まれることを理由として Ｅの主張 退け
）（（
（
。
Ｅは、控訴院の判断が商法Ｌ二二五─一一〇条、Ｒ二二五─八七条、民法 一五─三条に違反する して上訴した
が、破毀院は、いずれの主張も根拠がない して、これを退けた。
（　
日本法への示唆
わが国においては、共有株式に関する権利行使者の選定について 裁判所が関与する制度は採られ いな
い
）（（
（
。ゆえ
に、フランス法に係る議論をそのままのかたちで参考にすること できない。しかし、株式の共有者以外 者が、当該共有株式に係る議決権を行使する者を定めるにあたり 慮 要因については、わが国におけ 会社法一〇六条た
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だし書きの議論に参考になるのではないかと考える。
判例および学説によると、共有株式に関する代表者の選定にあたり、裁判所は、共有株主の利益保護を重視してい
るようである。こ ため、共有者間に当該共有株式に関す 代表者の選定について不一致がある場合、裁判所に代表者選定の申立てがあったとき は、裁判所は共有者間の約定等に拘束されることなく、代表者を選定できるとされる。そして、こ 法理は、共有者間の多数決 より、当該共有株式を代表する を 任した場合にも及び、裁判所により選任された代表者が唯一の代理人であり、共有者の有するすべての権限を有するとしている
）（（
（
。
ところが、破毀院商事部判決の事例は、別の視点を提供している。すなわち、控訴院において、被控訴人Ｃ・Ｄは、
急速審理手続裁判官の指摘を引用し、最多数 株式を保有する者が 持分者を代表 ことは、本質的 は、共有者の利益を保護すると主張してい
る
）（（
（
。控訴院および破毀院は、ともにこの点について言及していない。また、 「最多
数の株式」が、共有株式の持分割合のことを指摘するものであるのか 共有株式以外の株式の保有状況を指すものであるのかも、明らかではない。しか 、共有者 利益保護に資するか否 について、中立性 維持する により公平・公正を図るだけでなく、会社 の関係においてより多く 利害関係を による代表・代理であ も考慮の要素とすることには、注目すべき点であるように思われる。
一二二
四
　
若干の考察
（　
会社による同意の要件
わが国における共有株式の権利行使者の指定について、会社法一〇六条ただし書きは、 「株式会社が当該権利を行
使することに同意した場合」は、当該株式についての権利を行使することができると定める。そして、一〇六条の規定が、株式会社の事務処理上の便宜のためのものであることに争いはない。
確かに、同条が、株式会社の便宜を図るための規定である点を強調すれば、会社の事務処理の負担の増加や、議決
権行使に会社が同意を与えた共有者に議決権行使をする権限がないかもしれないというリスクを甘受して、共有者の一部に議決権を行 させることを否定する必要 ないのか しれない。しか 、共有者間の対立が生じてい 場合はどうであろうか。
仮に共有者間において、何らの紛争の種が存在しないならば、株主総会における議決権の行使について、権利行使
者を指定し、会社 通知することに支障はない。また、準共有社間において権利行使者を選定しているが会社に対して通知がなされていない場合や、準共有者全員が議決権を共同して するときも、権利の行使に際して会社から権利行使者の通知を促すことで問題を回避できる。さらに、株主総会における議題ごとに対立状態が生じるならば、その都度権利行使者の指定等を行うことができるようにすれ
ば
）（（
（
、対応できるであろう。いずれの場合も、共有株主が権
利行使者を指定し、会社に通知することが予想され、会社が自ら危険 冒してまで権利の行使 関し 同意を与える
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必要は生じにくい。
これに対して、共有者間の対立が激しく、株主総会ごとに権利行使者を定めることもできないような場合にこそ、
会社の同意による議決権行使の可否が問題となるのではないだろうか。
準共有状態にある株式について議決権の行使ができない状態が続くと、 会社の経営が立ちゆかなくなる恐れもある。
このような事態に陥るのは、共同相続における相続人間の争いに起因するものであることが多いとされる。そのようななかで、会社が同意を与え ことにより、共有者の一 に議決権の行使を認めることは、同意を与えた取締役あるいは総会議長が、 思を左右することにもなりかねない。これ 、会社が恣意的に権利行使者を決めることができることとなり 共有株主の利益を害する恐れがある。また、共有者の一人に準共有状態 ある株式に係るすべての議決権の行使を認めることになり、共有部分を超えた権利を認めることにもなる。
株式の準共有が、遺産分割協議が調うまでの暫定的状態であるならば、そのよう 状況下における会社の関与は、
共有株主の利益の保
障
）（（
（
の要請や、会社支配の公正性の確保の要請に反するようなものであることは許されないのでは
ないだろうか。
わが国の現行制度 もとでは 共有株式に係る権利行使者の指定に、裁判所は関与しない。他方、会社が権利行使
者を指定するにあたっ 、共有株主の利益保護を図り、公正で中立的な代表者を選定することをいつも期待できるわけではない。とすると、共有株主 間で、適切な者 指定することを期待するほかない。この点、議決権 行使について、共有者の意思にかからしめる最判平成二七年二月一九日の結論は妥当であ 。
一二四
（　
共有者間の意見の不一致と権利行使者指定のための株主間の協議
最判平成二七年二月一九日では、その原審が「準共有状態にある株式の準共有者間において議決権の行使に関する
協議が行われ、意思統一が図られている場合にのみ
｣ 、会社から権利行使の同意を与えることができるとしていたと
ころ、 「共有に属する株式についての議決権の行使は、特段の事情のない限り、民法二五二条本文により、各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられるものと解するのが相当である」とし
た
）（（
（
。前掲・最判平成一一年一二月
一四日が示していたように 共有者全員が議決権を共同して行使する場合を除き、会社の側から議決権の行使を認めることは許されないとした場合 株主総会を開催し決議を行うことが困難になる。すなわち、準共有株式について権利行使者の指定と通知を欠いて ても、その株式の は定足数を算定 際の分母に含まれると解する見解が有力であ
る
）（（
（
。これによるならば、共有株式の議決権が、発行済株式に係る議決権の多くを占める場合には、有効に株主
総会を開催す さえでき くなり、会社運営に支障 生ずるとの批判がなされていた。この点 最判平成二七年二月一九日によると、このような弊害を回避することもできる。
それでは、各共有者の持分の価格に従い、その過半数で権利行使者を選定するにあたり、共有者間での協議を要す
るとすべきであろうか。大阪高判平成二〇年一一月二八
日
）（（
（
では、 「共同相続人間の権利行使者の指定は、最終的には
準共有持分に従ってその過半数で決するとしても、準共有が暫定的状態であることにかんがみ、またその間における議決権行使の性質上、共同相続人間 事前に議案内容の重要度に応じしかるべき協議をすること 必要」であるとする。多数決で権利行使者が選任されると、共同相続人間に経営権をめぐる争いがある場合に少数派の利益が無視され
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るという批判があり得
る
）（（
（
。このような弊害を回避するためにも、協議を求めるとする裁判例の対応は望ましい。しか
し、準共有状態にある株式に係る権利行使者の指定について、共有者の一人が実質的な協議に参加する意思はなく、また、実際にも実質的な協議をすることをしなかったことを理由に、会社からの同意による議決権の行使を認めないとすることには、疑問が残る。最判平成二七年二月一九日に従い、権利行使 を指定するとしても、必ず実質的な協議が必要であるとするのであれば、不都合な場合もある
）（（
（
。
このような協議さえもままならないような、深刻な対立が共有者間において存在する場合や、共有株主間における
意思の一致を民法の共有の規定に従った持分の過半数で決することができな ような場合にはどうであろうか。これについては、 決権の不統一行使 よって処理すべきとす 見解があ
る
）（（
（
。この見解は、準共有状態にある株式の権利
行使者も「他人のために株式を保有 者」にあたると解す
る
）（（
（
、あるいは、遺産分割協議中の共同相続財産である株
式について、権利行使者 不統一行使する場合には、会社はこれを拒むことはできないと解するものであ
る
）（（
（
。この点
については、準共有状態にある株式については、共有者の統一的な意思決定が可能 あり、議決権の不統一行使の必要はないから、準共有株式に係る権利行使者は「他人のために株式を有 る者」には たら の批判があ
る
）（（
（
。ま
た、準共有株 係る議決 の不統一行使を認めると 共有者各々の法定相続分に応じた議決権行使を認め ことと同様になってしまうとの批判 ある
）（（
（
。
このほか、会社が同意すれば、共有者間の協議により、権利行使者を一人選定するのではなく、共有者のすべてを
権利行使者とし 各 者が共有持分に従い議決権を行使 も許容されるとす 見
解
）（（
（
、管理行為にあたる事項
については、共有者による共有持分に応じた個別の議決 について 会社が同意す こと 認め 見解などがあ
一二六
る
）（（
（
。共有者間において協議の機会を持つことは重要である。しかし、共有者間に深刻な対立が存在する場合、形式を整
えるだけならばともかく、実質的な協議を必要とすることは難し
い
）（（
（
。このため、準共有株式に係る議決権行使が認め
られないことによる共有者の不利益については、考慮を要する。他方、準共有が、遺産分割協議が調うまでの暫定的状態である点についても留意が必要である。遺産分割が確定する以前に、無理に会社の法律関係を形成させ、遺産分割後の会社運営に支障が生じる危険性を高め ことは妥当ではないとの指摘
）（（
（
は、有益な示唆であろう。
そこで、共有者の一部が協議に参加する意思がなく、また、一切協議に応じないような場合、残された共有者 共
有持分の過半数により権利行使者を指定することができるならば 協議ができなかった理由を示して会社に同意を求めたときには、会社は当該 の議決権行使について、同意を与えることができると解することはできないだろうか
）（（
（
。
（　
権利の行使が許される範囲
実質的な協議がなされていない場合であっても、 会社の同意により共有者の一人が議決権を行使 き と解すると、
大阪高判平成二〇年一一月二八日が指摘するように、形式的に協議をしているかのような体裁を整えただけで、いわば問答無用的に権利行使者を指定する弊害もあり得る。指定・通知された権利行使者が議決権を行使した有限会社の社員総会の 効が争われた最判昭和五三年四月一四日
（民集三二巻三号六〇一頁）
では、 「共有者が社員の権利を行使す
べき者一人を選定し、それを会社に届け出たときは、社員総会 おける共有者の議決権 正当な行使者 、右被選
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者となるのであって、共有者間で総会における個々の決議事項について逐一合意を要するとの取決めがされ、ある事項について共有者の間に意見の相違があっても、被選定者は、自己の判断に基づき議決権を行使しうる」した。仮にこの判例が権利行使 指定がない場合にも及ぶとす
と
）（（
（
、権利行使者以外の共有株主は、会社に対して決議の効力
を争うことはできず、共有株主の利益が損なわれる可能性がある。
そこで、一〇六条ただし書きにより会社による同意を得た者が行使できる権利の範囲について、管理行為を超える
行為を制限する いだろうか。
共有者間において協議の機会を持つことさえできないような対立がある場合において、共有持分の過半数により、
処分行為にあたるような議決権の行使を認めることは、少数派の利益を損なうことにつながり、妥当ではない。また、指定の方法について争いはあるもの 、一〇六条本文に基づき共有者の総意により権利行使者として指定された者とは、権限 行使 関する正当性の契機が異なる。他方、会社の側からも、そのような議決権 を認めるべき積極的な理由もない
）（（
（
。
もっとも、このように考えたとしても、どのような行為が管理行為にあたるのかという問題は残
る
）（（
（
。最判平成二七
年二月一九日では、①取締役の選任、②代表取締役 選任並びに③ 店の所在地を変更する旨の定款の変更および本店の移転が問題とされ 特段の事情がない限り、これらに関す 議決権の行使は 準 株式 管理に関する 為にあたるとしてい
る
）（（
（
。共有者間における対立により、協議さえままならない状況下において、議決権の行使が求められ
る場合は、役員につき法令あるいは定款に定めるところに生じた欠員を補充するような議題・議案に関してでは いだろう
か
）（（
（
。権利行使者の指定のための実質的な協議の機会を持つことさえできない状況下で、管理行為の範疇を超え
一二八
る議決権の行使を、共有株主の一人に与える必要はないのではないかと考える。
共同相続財産の一部を占める株式の帰属の問題は、当該相続財産のすべてについての遺産分割協議により終局的な
解決が図られることになる。それまで 間、株式の共有者である相続人間に深刻な対立があり、権利行使者を指定できず、個別の議案についても意思統一が図れないような場合に 、会社の経営 関する重要な判断をすることができないことになる。しかしそ ような事態は、専ら共同相続人間で可及的速やかに解決を図 ほかはな
い
）（（
（
。むしろその
よう 会社経営の停滞の恐れが遺産分割協議を促進させることにもなろう
）（（
（
。
五
　
む
　
す
　
び
本稿では、最判平成二七年二月一九日をもとに、共有株主間での協議が調わず権利行使者を定めることができてい
ないにもかかわらず、共有者のうち一人が共有株式に係る議決権行使を求めた場合、あるいは、共有者 一部が、共有者のうちの一人に共有株式に係る議決権行使を求めた場合に、会社の同意があれば共有者の一人に権利行使を認めることができるかについて検討した。
株式の準共有状態が、遺産分割協議より株式の帰属が決定される前の暫定的なも であることを踏まえ、会社に新
たな会社の法律関係を形成させ、遺産分割後の会社運営に支障が生じ 危険性を回避しつつ、他方において会社の経営が停滞することにより会社ひいては 主の利益が害されることのないような構成について 検討した。これこれまでも多くの先行研究において試みられてきたも である。本稿 、こ らに何らか 付け加えることができた
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のかは、心許ないところである。また、ここで検討した問題について、未だ不十分なところもあることも懸念される。共有株式に係る権利行使の問題は、多岐にわたる。本稿で検討できなかった点については、本稿で不十分であったところとともに、別途検討したい。
（
（）河内隆史「株式の共同相続に伴う株主権の行使」中村一彦先生古稀記念『現代企業法の理論と課題』 （信山社、二〇〇二年）二五九頁など。
（
（）最判昭和四五年一月二二日民集二四巻一号一頁、最判昭和五二年一一月八日民集三一巻八四七頁など。
（
（）大隅健一郎＝今井宏『会社法論
　
上巻』 （有斐閣、第三版、一九九一年）三三四頁、上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編『新版
注釈会社法（
（）株式（
（） 』 （有斐閣、一九八六年）五二頁〔米津昭子〕 、永井和之「商法二〇三条二項の意義」戸田修三先
生古稀記念『現代企業法の課題と展開』 （文眞堂、一九九八年）二一一頁、新里慶一「相続と商法二〇三条二項」中京法学四〇巻三・四号（二〇〇六年）三七二頁、片木・後掲注 （
（） 一〇〇頁、楠元・後掲注 （
（） 八五頁。
（
（）最判平成一一年一二月 四日、柴田・後掲注 （
（（） 八五頁など。
（
（）判時一三八九号 四三頁、判タ七六一号一六〇頁、金法一二九七号三一頁、金判八七六号 五頁。
（
（）金法一四八九号二九頁、金判 〇一九号二〇頁、判時一五九九号 三九 裁時一一 八号二頁、判タ九三六号二一二頁。
（
（）このような判例の傾向に対して、決議取消の訴えなどは一株でも株式を有すれば提起できるので、株式の共同相続人は相続分の割合で一株以上の株主であることが明らかであれば 訴えを提起できるとする反対説がある（田中誠二『会社法詳論　
上巻』 （勁草書房、三全訂、一九九三年）三○五頁、永井・前掲注 （
（） 一二七頁、青竹正一「株式・有限会社持分の共同相
続と社員権の行使（
（） 」判評四九二号（二〇〇〇年）五頁〔判時一六九四号一六七頁〕 、河内・後掲注 （
（） 六五頁） 。
（
（）裁時一二五八号一頁、 六九 五六 一〇二四号一六三頁、金判一〇八七号 五頁。本件の評釈等として、鳥山恭一・法セミ五四五号（二〇 〇年）一〇七頁、河内隆史・金判一一〇〇号 二〇〇〇年）六二頁、道野真弘・リマークス二三号（二〇〇一年）八六頁、大杉謙一 ジュリ一二一四号（二〇〇 年）八七頁、楠元純一郎・佐賀大学経済論集三
一三〇
四巻一号（二〇〇一年）七九頁、片木晴彦・ジュリ一一七九号（二〇〇〇年）九九頁、島田邦雄＝谷健太郎・新商事判例便覧四九一号〔商事一五五八号〕 （二〇〇〇年）判例二〇五一頁、山口和男・判タ一〇六五号（二〇〇〇年）二一四頁、中村信男・判タ一〇四八号（二〇〇一年）一八四頁、武久征治・龍谷法学四三巻三号（二〇 一年）四五〇頁。
（
（）河内・前掲注 （
（） 六四頁。
（
（0）武久・前掲注 （
（） 四五八頁。
（
（（）片木・前掲注 （
（） 九九頁。
（
（（）大杉・前掲注 （
（） 八九頁。
（
（（）田中啓一「判批」ジュリ五五四号（一九七四年）一〇九頁、山田摂子「株式の共同相続」判タ七八九号（一九九二年）九頁、鳥山・前掲注 （
（） 一〇七頁、道野・前掲注 （
（） 八九頁。山田泰弘「株式の共同相続と相続株主の株主権」早法六九巻四
号（一九九四年）一九六頁は、議決権の行使が株式の内容を変更するような合併・営業譲渡、解散等の場合には、これを処分行為と捉えて、全員一致の行使でなければならないとする。
（
（（）福島・後掲注
（（） 三頁など。
（
（（）稲葉威雄『会社法の解明』 中央経済社、二〇一〇年）三三二頁、武久・前掲注 （
（） 四六一頁、福島・後掲注 （
（（） 三頁。
（
（（）相澤哲＝葉玉匡美＝郡谷大輔編著『論点解説
　
新・会社法』 （商事法務、二〇〇六年）四九二頁。
（
（（）葉玉匡美「共有株式と議決権の行使」
http://blog.livedoor.jp/m
asam
i_hadam
a/archives/（00（（（（（.htm
l#
（二〇一五年九
月一〇日確認） 。酒巻俊雄＝龍田節編『逐条解説会社法
　
第二巻
　
株式・一』 （中央経済社、二〇〇八年）四二頁〔森淳二朗〕
参照。
（
（（）葉玉・前掲注
（（） 。なお、酒巻＝龍田編・前掲注（
（（） 四二頁参照。
（
（（）山下友信編『会社法コンメンタール
（　
株式（
（） 』 （商事法務、二〇一三年）三八頁〔上村達男〕 。
（
（0）江頭憲治郎＝門口正人編『会社法大系
　
第二巻』 （青林書院、二〇〇八年）二六頁〔周劍龍〕 。
（
（（）大野正道「非公開会社と準組合法理」江頭憲治郎先生古稀記念『企業法の理論
　
上巻』 （商事法務、二〇〇七年）六三頁。
（
（（）奥島孝康＝落合誠一＝浜田道代編『新基本法コンメンタール
　
会社法
（』 （日本評論社、 二〇一〇年）一八九頁〔鳥山恭一〕 。
（
（（）本件の評釈等として、弥永真生・ジュリ一四八〇号（二〇一五年）二頁、福島洋尚・金判一四七〇号（二〇一五年）二頁、
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青竹正一・商事二〇七三号（二〇一五年）一八頁、林孝宗・新・判例解説Ｗａｔｃｈ一七号（二〇一五年）一三九頁、鳥山恭一・法セミ七二七号（二〇一五年）一一九頁。
（
（（）東京高判平成二四年一一月二八日民集六九巻一号四七頁。本件の評釈等として、鳥山恭一・法セミ七〇五号（二〇一三年）一一一頁、田路至弘＝本村健＝政本裕哉＝岡香里＝大櫛健一・商事二〇〇七号（二〇一三年）六二頁、弥永真生・ジュリ一四六〇号（二〇一三年）二頁、玉井利幸・法教四〇二号（二〇 四年）別冊付録一五頁、藤原俊雄・新・判例解説Ｗａｔｃｈ一 号（二〇一四年）一一九 加藤貴仁 ジュリ 四六六号（二〇一四年）一〇六頁、梅村悠・ジュリ一四六九号（二〇一四年） 〇八 柴田和史 リマークス四九号（二〇 年） 二頁、山下眞弘 金判一四四七号（二〇一四年）一六頁、林孝宗・早法八九巻 号（二〇一四年）一八一頁、中村信男・早稲田商学四三九号（二〇 年）三四一頁、来住野究・明治学院大学法学研究九七号（二〇 四年）一〇七頁。
（
（（）同旨として、青竹・前掲注 （
（（） 二三頁、加藤・前掲注 （
（（） 一〇七頁、伊藤靖史＝伊藤雄司＝大杉謙一＝齊藤真紀＝田中亘
＝松井秀征『事例で考える会社法』 有斐閣、二〇 一年）一二四頁〔田中亘〕 。
（
（（）大野正道「非公開会社と準組合法理」江頭憲治郎先生古稀記念『企業法の理論
　
上巻』 （商事法務、二〇〇七年）六四頁。
（
（（）柴田・前掲注 （
（（） 八三頁。加藤・前掲注 （
（（） 一〇七頁は、本件では、二人の共有株主がそれぞれ準共有株式を持分二分の
一ずつで準共有していたことから、両者が合意しなければ本件準共有株式の権利行使者を指定できず そのため本件総会の各決議が成立しなかった点に着目し、会社が共有株主の一人による本件準共有株式の議決権の代理行使に同意し ことは、会社の現在の取締役が株主総会の各決議の成否を決定したに等しく、取締役がこのような権限を持つことは 会社の事務処理の便宜という本条の制度趣旨とは整合 ないとして、会社 同意 り共有株主の 部に権利行使を許容する見解からも同様の結論を導き得ることを示唆している。酒巻＝龍田編・前掲注 （
（（） 四二頁も参照。
（
（（）弥永・前掲注 （
（（） 三頁。
（
（（）林・前掲注 （
（（） 一四一頁。
（
（0）林・前掲注 （
（（） 一四 頁。
（
（（）一九六六年法一六三条については、早稲田大学フランス商法研究会『 釈フランス会社法
　
第二巻』 （成文堂、一九七七年）
七三七頁以下、同法のもとでの共有株式と議決権行使に関す 制度につい は、泉田栄一「株式・持分の相続と権利行使者
一三二
の通知」 『会社法の論点研究』 （信山社出版、二〇〇五年）三六頁以下を参照。
（
（（）
P
. M
erle, D
roit com
m
ercial Société com
m
ercial, （（
e ed, nﾟ
（（（. なお、
C
. com
., art. L
（（（
─
（
参照。
（
（（）
C
. com
., art. L
（（（
─
（（0.  なお、株式単純会社（
sociétés par actions sim
plifiées ）には、この規定は適用されない。
C
. com
., 
art. L
（（（
─
（
参照。
（
（（）
C
. civ., art. （（（（, et （（（
─
（.
（
（（）
E
. N
audin, R
eprésentation des indivisaires dans l ’exercice du droit de participer aux décisions collectives, B
ull. Joly （0（（. 
（（（.
（
（（）
C
A
 P
aris, （（e ch., sect. A
, （ janv. （00（, nﾟ
0（/（（（（（.
（
（（）
E
. N
audin, supra note （
（（ ）, （（（.
（
（（）
C
ass. （re civ., （（ dec. （0（0, nﾟ
0（
─
（0（（0.
（
（（）
E
. N
audin, supra note （
（（ ）, （（（.
（
（0）
C
ass. com
., （0 juillet （0（（, nﾟ
（（
─
（（（（（.
（
（（）
C
A
 L
yon, （（ m
ai （0（（, nﾟ （0/0（（（0.
（
（（）立法論として、裁判所による権利行使者の選任制度導入について検討の余地がある（泉田・前掲注 （
（（） 四四頁参照） 。この
点については、別の機会に行いたい。
（
（（）
C
A
 A
m
iens, （（ oct. （00（, nﾟ
0（/0（（（（.
（
（（）
C
A
 L
yon, （（ m
ai （0（（, nﾟ （0/0（（（0, prec.
（
（（）大杉・前掲注
（） 九〇頁。大杉教授は、事務処理に支障を生じない限りは、共有者の一致した議決権行使を会社は拒むこ
とはできないと解すべきであり、株式の譲渡制限を行っている会社では、共有者の側が会社にしかるべき情報提供を行えば、多くの場合にはこの条件は満たされるものと予想されると指摘される。
（
（（）稲葉・前掲注
（（） 三三二頁、山下・前掲注 （
（（） 一八頁。
（
（（）前掲・最判平成九年一月二九日は、有限会社の持分を相続により準共有するに至った共同相続人が、権利行使者を定めるに当たり、持分 価格 従 その過半数をもってこれを決することができるものと解するのが相当であるとしていた。その
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根拠として、準共有者の全員が一致しなければ権利行使者を指定することができないとすると、準共有者のうちの一人でも反対すれば全員の社員権の行使が不可能と るのみならず、会社の運営にも支障を来すおそれがあり、会社の事務処理の便宜を考慮して設けられた右規定の趣旨にも反する結果と ることを挙げている。この点に関する問題については、別の機会に検討したい。
（
（（）江頭憲治郎『株式会社法』 （有斐閣、第六版、二〇一五年）三三五頁注 （
（） 、伊藤ほか・前掲注 （
（（） 一一七頁注 （
（（） 、岩原
紳作編『会社法コンメンタール７
　
機関（
（） 』 （商事法務、二〇一三年）一五六頁〔松尾健一〕 。
（
（（）判時二〇三七号一三七頁、金判一三四五号三八頁。
（
（0）河内・前掲注 （
（） 六七頁など。
（
（（）以下のような事例を設定し考えてみたい。種類株式発行会社ではない甲株式会社の発行済株式のすべてを有するオーナー社長のＰがいるとする。Ｐにはすでに配偶者はなく、Ｐの子であるＡ・Ｂ・Ｃが法定相続人であるとす Ａ・Ｂは、Ｐを助けて甲社の経営に参加しているが、Ｃは無関係に暮らしていた。ここでＰが死亡すると、判例・通説によれば、Ｐが保有する甲社の株式がＡ・Ｂ・Ｃの準共有となる Ｐの死亡後、遺産分割協議が調わ いうちに甲社の役員が死亡し、会社法あるいは定款に定める員数を欠く事態に陥った場合、甲社、そしてＡ・Ｂは、一刻も早く欠員を補充する必要 ある。こ で権利行使者の指定に共有者間の実質的な協議 要するとすれば、甲社の経営に関心のないＣがこれを逆用する恐れがあすなわち、遺産分割協議を自己に有利に進めるため 権利行使者 指定につ てＣ 協議に一切応じ い態度をとることも考えられる。このため役員 欠 により生じる甲 、および甲社 経営に利害関係を有する共同相続人であ Ａ・Ｂは、大きな不利益を被 恐れがある。確かに、遺産分割協議が不調に終わったとしても、家庭裁判所 の調停や遺産分割審判により解決を図ることも可能である。しかし、そ ような解決に、あ 程度 時間が必要となり、その間甲社の経営 支障を来すことになる。このような場面を想 す ことが許され なら 遺産分割協議 、 会社法上の制度が悪用さ るような運用は、避けるべきではないだろうか。
（
（（）永井・前掲注 （
（） 二一九頁、稲葉・前掲注 （
（（） 三三三頁、山下・前掲注 （
（（） 二〇頁（注五） 。なお、河内・前掲注 （
（） 六七
頁参照。
（
（（）江頭・前掲注 （
（（） 三三九頁。
一三四
（
（（）岩原編・前掲注 （
（（） 二三八頁。
（
（（）大隅健一郎＝今井宏『会社法論
　
中巻』 （有斐閣、第三版、一九九二年）五五頁。
（
（（）林・前掲注 （
（（） 一九〇頁。
（
（（）伊藤ほか・前掲注 （
（（） 一二六頁注 （
（（） 〔田中亘〕 、加藤・前掲注 （
（（） 一〇七頁。来住野・前掲注 （
（（） 一一三頁は、共有者間
の内部手続上権利行使が有効であることが確実な場合、すなわち共有者全員による共同行使（議決権行使であれば共有者全員が株主総会に出席して意思統一した場合）または共有者間の内部手続に従って共有者の一人が権利行使する場合に限られると解すべきであるとする。
（
（（）山田・前掲注
（（） 一九六─一九七頁。
（
（（）来住野・前掲注
（（） 一一三頁。
（
（0）林・前掲注 （
（（） 一九〇頁。
（
（（）能見善久＝加藤新太郎編『論点体系
　
判例民法
（　
物権』 （第一法規、第二版、二〇一三年）三三三頁〔平野裕之〕は、民
法二五二条にいう「過半数で決する」の意味について、疑問は残るとしながらも 全員で協議する必要はなく、過半数の持分割合を持っている者だけで自由に決定し、他の共有者は自己の意思を表明し協議に参加する機会も与えられ ても良いのではないかとされる。なお、東京高決平成一三年九月九日金判一一三六号二二頁、東京地決平成一七年一一月一一日金判一二四五号三八頁参照。
（
（（）最判昭和五三年四月一四日は、権利行使者が適法に指定された場合に、権利行使者の議決権行使のあり方を問題とした事案であり、その判旨が、権利行使者の指定を欠く場合にまで当然には及ばないと解されている。中村・前掲注 （
（（） 三五五頁、
福島・前掲注 （
（（） 七頁参照。
（
（（）江頭憲治郎＝門口正人編『会社法大系
　
第三巻』 （青林書院、二〇〇八年）七三─七四頁〔岡正晶〕 。
（
（（）民法二五二条にいう「共有物の管理」とは、共有物の現状を維持し、これを利用し、さらに改良してその価値を高めることを意味すると定義される一方 （我妻栄＝有泉亨＝清水誠＝田山輝明 『我妻・ 泉コンメンタール民法─総則・物権・債権─』 （日本評論社、第三版、二〇一三年）四六二頁） 、処分にまで至らない程度で 利用・改良行為が「管理」に属す とするものもあり（川島武宜＝川井健編『新版注釈民法（
（） 』 （有斐閣、二〇〇七年）四五五頁〔川井健〕 ） 、管理行為にあたるかの判断
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共有株式に係る議決権の行使と会社による同意（木下）
が容易ではない場面が存することがうかがわれる。
（
（（）この点、青竹・前掲注 （
（（） 二七頁は、取締役の選任、代表取締役の選任、定款の変更に関する議決権行使は何故に処分・
変更行為にあたらないのか、特段の事情が認められないのかについての検討が必要であったと指摘される。
（
（（）なお、役員選任に関する議決権行使が、いつも管理行為として扱うことができるかについては、なお検討を要する。
（
（（）来住野・前掲注 （
（（） 一一三頁。同旨、河内・前掲注 （
（） 二七五頁。尾崎安央「判批」判タ九七五号（一九九八年）三二頁
は、 「相続法のある種の不備を会社法的に解決しなければならないのは少し筋が違うように感じられる」とされる。
（
（（）山下・前掲注 （
（（） 一七頁。
（神奈川大学大学院法務研究科准教授）
